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一　問　題　の　所　在
　本稿は，当事者が，契約によって，制定法上規定のない仲裁判断取消事
由をあらたに創設し，それに基づいて仲裁判断の取消および再審理を裁判
所に求めうるかという問題について検討するものである。制定法上規定の
ない取消事由を当事者に創設させる場合，その範囲は無限に拡張する可能
性がある。そこで，本稿における検討対象は，仲裁廷が，当事者により指
定された実体判断基準たる準拠実質法の適用を誤った場合もしくはその適
用を怠った場合に，裁判所による仲裁判断の取消および再審理を求める仲
裁合意の効力の問題に限定する。ところで，このような合意は，正確性を
期するならば「取消・再審理事由拡張仲裁合意」などと呼ぶべきものであ
る。しかしながら，やや冗長の感もあるので，本稿においては，この合意
を単に「拡張合意」と呼ぶこととする。
　近年，拡張合意の問題が顕在化しつつある背景には，仲裁廷による法適
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仲裁判断取消事由を拡張する 
仲裁合意の効力
――合衆国における裁判例および学説からの示唆――
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用違背から生じた不利益を，当事者みずからの力で回復することができな
いという事情がある。すなわち，わが国の仲裁法第３６条１項前段は，仲裁
廷が仲裁判断を下す際に準拠すべき法について，当事者による合意がある
場合にはその法によることとしている。その一方で，仲裁法は，訴訟の場
合とは異なり，仲裁廷が同条に違反して，法適用に誤りのある仲裁判断を
下した場合についての解決を何ら示していない。また，わが国の学説にお
いては，仲裁判断に法適用過誤があっても，そのことのみによって仲裁判
断が取消されるわけではないとの考え方が広く定着している１）。仲裁の実
体判断基準の決定を当事者の意思に委ねつつ，仲裁人による法適用違背を
仲裁判断取消事由としないこのアプローチは，わが国の仲裁法のみならず，
国際商事仲裁モデル法をはじめ，大多数の国の仲裁立法および
仲裁機関規則において採用されており，学説・仲裁判断例からの支持も厚
い。他方，仲裁判断取消事由を定める仲裁法第４４条は，法適用過誤のある
仲裁判断を取消事由としていないが，同時に，同条に掲げられた取消事由
が制限列挙であるとの明文規定も置いていない。そのため，当事者は，合
意によって，法適用過誤のある仲裁判断を取消事由としうる余地があると
解せないわけでもない。
　以上，拡張合意が締結される背景を概観したが，わが国においては，そ
の有効性について詳細な検討を試みる論稿は少なく，また，その多くは拡
張合意の有効性に疑問を投じるものである２）。本稿は，合衆国における議
―　　―
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　１）　たとえば，小島武司＝高桑昭編『注解仲裁法』（青林書院・１９８８年）１８９頁（吉
村徳重執筆），谷口安平＝井上治典編『新・判例コンメンタール民事訴訟法６』（三
省堂・１９９５年）７１５頁（青山善充執筆），松浦馨＝青山善充編「現代仲裁法の論点」
（有斐閣・１９９８年）３５６頁（谷口安平執筆），小島武司『仲裁法』（青林書院〔現代法
律学全集５９〕・２０００年）３４３頁，河野正憲「仲裁判断の承認・執行とその取消」青
山善充ほか編『現代社会における民事手続法の展開下巻（石川明先生古稀祝賀）』
（商事法務，２００２年）２５１頁以下，２７７頁を参照。
　　これに対し，ドイツ等の議論および裁判例に依拠して，例外的な場合に仲裁判
断取消を認めることを主張するものとして，中野俊一郎「国際仲裁における実体
判断基準の決定と仲裁判断取消」国際３０巻１０号（２００２年）１３４７頁以下を参照。
　２）　たとえば，拡張合意の有効性を否定するものとして，	
（）
論から示唆を得て，一定の場合には例外的にその有効性を肯定する余地が
あるとの主張を試みるものである。合衆国連邦仲裁法（	

	
	９１０　以下，本稿ではと略記する）の仲裁判断取
消規定は，わが国仲裁法と同様，取消事由が制限的列挙か例示的列挙かに
ついて規定をおいておらず，当該規定をめぐる議論はわが国仲裁法への示
唆となりうると考えられるのが合衆国における議論を検討する理由である。
　本稿の叙述は，以下の順序でおこなう。まず，合衆国における仲裁判断
取消をめぐる立法およびその解釈について概観し，拡張合意が締結される
背景について確認する（二）。つぎに，拡張合意の有効性が問題となった裁
判例について検討を加える（三）。さらに，拡張合意をめぐる学説を眺めた
上で（四），若干の考察をおこなう（五）。最後に，日本法への示唆を得るこ
ととする（六）。
二　合衆国における仲裁判断取消
１．　上の取消事由
　第１０条ａは，「つぎのいずれの場合においても，仲裁判断のされた地
区の連邦裁判所は，仲裁当事者の申請にもとづき，仲裁判断の取消を命ず
ることができる」と規定し，四つの仲裁判断取消事由を列挙する３）。それ
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３３１３５９（２００３），中村達也『国際商事仲裁入門』（中央経済社・２００１年），
１５２頁。肯定的に解するものとして，松浦＝青山・前掲注３４９頁（谷口安平）。
　３）　第１０条　仲裁判断，取消，理由，再審
．つぎのいずれの場合においても，仲裁判断のされた地区の連邦裁判所は，仲裁
当事者の申請にもとづき，仲裁判断の取消を命ずることができる。
１．仲裁判断が汚職，詐欺又は不当な手段により得られた場合
２．仲裁人の全員又はそのいずれかに明白な偏頗又は汚職があった場合
３．仲裁人が，充分な原因が示されたにもかかわらず，審理の延期を拒否し，もし
くは紛争の適当かつ重要な証拠の審理を拒否する非行を犯し，又は当事者の権利
を害する不正を行なった場合
４．仲裁人がその権限を越えた場合，又はその権限行使が不充分だったため，付託
された事項に対する相互的，最終的，かつ確定的な仲裁判断がなされなかった場合 →
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らのうち，最初の三つは，仲裁手続において重大な瑕疵が生じた場合を，
あとの一つは，仲裁人の権限踰越などによって仲裁判断に瑕疵があった場
合をそれぞれ取消事由としている。いずれにせよ，実体判断基準たる準拠
実質法の適用違背を取消事由とする旨の明文規定は置かれていない。また，
明文規定上，仲裁判断の内容の公序違反も取消事由とはされていない。そ
のためか，合衆国においては，第１０条に規定された取消事由は極端に
狭すぎるとの主張が多く見受けられる４）。さらに，は，１０条に掲げた取
消事由が制限列挙なのか，あるいは例示列挙にすぎないのかという点につ
いて沈黙している。そのため，に規定のある取消事由以外の事由にも
とづく仲裁判断取消の可否が学説および裁判例において論じられてきたの
である。
２．　判例法上の取消事由
　には規定がないものの，合衆国判例法上，「法の明白な無視
（	

			）」なる概念が仲裁判断取消事由となりうると
考えられてきた５）。この概念を最初に用いたとされる 対 最高
―　　―
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→
なお，この訳は日本商事仲裁協会『仲裁法規集（加除式）』より引用した。　
　４）　このような判示をおこなう裁判例として，	
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など。学説として，		
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６３２４１２４２（１９９９）がある。
　５）　	

５１４９３８９４２（１９９５）仲裁可能性は
広く認められるものの，非常に限定的な範囲に限り裁判所は再審理の権限を有す
ると述べて，	
３４６４２７（１９５３）を引用した事例である。
	
	１０７３４７６（７１９９７）においては「法の明白な
無視」という判例法上の取消原因があるため，は，外国仲裁判断の承認執行
に関するニューヨーク条約上の取消原因よりもリベラルであるとの説示をおこなっ
た事例。	



１４３１２５０１２５３５４（７
１９９４）仲裁人が仲裁判断を下す際に知っておくべき法を故意に無視した場合，仲
（）
裁判決６）は，傍論ではあるものの，「仲裁人の法解釈が法の明白な無視では
ない場合，解釈の誤りを原因とする再審理はおこなわない」７）と述べた。
ところが，同判決は，「明白な無視」の具体的運用基準については沈黙して
いる。そのため，これ以降，連邦裁判所においては，「明白な無視」の具体
的な基準を明らかにすることが試みられている。たとえば，第二巡回区控
訴裁判所は，	

		対 判決８）
において，「法の誤りが明白で，仲裁人となる資格を有する平均的な者が容
易かつ即座にそれを認識しうる」場合に法の明白な無視があり，「無視には，
仲裁人が明らかに適用されるべき法原則を認識しながらそれを無視または
それに注意を払わなかったことが含まれる」と述べた９）。
　他方，この概念を否定する判決も存在する１０）。たとえば，	対
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　裁判断は取り消されるとの判断をおこなった事例。また，裁判例の中には，
に規定のない取消事由と考えられるものとして，「法の明白な無視」のほか，仲裁
判断が　１）公序に反する場合，２）独断かつ恣意的になされた場合，３）主たる契約
から根本的に乖離している場合に仲裁判断取消を認めるとするものがある。
	
	１９７３７５２７５８（５１９９９）
　６）　３４６４２７（１９５３）　１９３３年証券法にもとづく請求の仲裁可能性を否定した事
例。この傍論は，かりに仲裁可能性が肯定された場合に，証券法の適用過誤にも
とづく仲裁判断取消が認められるかという点について述べたものである。
　７）　４３６
　８）　	

			
８０８２９３０（２
１９８６）
　９）　９３３この要件は同裁判所における近年の判決にも継受されている。
	

	

	３３３３３８３３８９（２
２００３）
１０）　	

２８３７０４７０６（９１９９４）
	
２４８３５７７（７２００１）　これら
はいずれも 上明文規定がない取消事由を肯定することはできないと判示した
ものである。しかしながら，判決は，仲裁人が両当事者によって選択され
た法から乖離したことの救済は，第１０条ａ号四にいう「仲裁人がその権限を
越えた場合」にもとづいて正当化されると述べており，現行 の明文規定の枠
内での解釈が可能になる点で非常に興味深い。２４８３５７７５７９　わ
が国においても，実体判断基準たる法の適用違背ある仲裁判断を例外的に取消す
際の根拠条文として，仲裁法４４条５号「仲裁判断が，仲裁合意又は仲裁手続におけ
（）
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判決１１）は，上，法適用過誤にもとづく仲裁判断取消が認めら
れていないことを根拠に，「法の明白な無視」の概念を否定した。このよ
うに，「法の明白な無視」概念をめぐる合衆国裁判例の足並みは乱れており，
このことは，仲裁制度への信頼を揺るがしかねない事象であるといっても
過言ではない。
３．　小　　括
　の明文規定以外の取消事由にもとづく仲裁判断取消の可否が長年論
じられてきたにもかかわらず，問題がいまだ解決をみないのは，の規
定が多義的解釈の余地を残し続けているためにほかならない。したがって，
この問題の究極的な解決は，将来の立法作業に委ねるほかないのかもしれ
ない１２）。逆説的に言えば，このような不透明な状況であるからこそ，当事
者は，拡張合意によって，上訴手段の確保を目指すともいえる。そこで，
次章においては，拡張合意の有効性が問題となった合衆国の事例を紹介・
検討することとしたい。
―　　―
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　る申立ての範囲を超える事項に関する判断を含むものであること」または６号の
適用を示唆する見解（「新仲裁法の理論と実務」ジュリ１２７２号１１３頁（２００４年）中
野発言）がある。しかしながら，合衆国においては，判決の判示はむしろ
例外的で，同条ａ号４は仲裁判断の本案にかかわるものではないとの主張がなお
有力のように思われる。	
		
	
	
３０７３１７５１（１９９６）　同旨
を述べる裁判例として，	


６８１２１１９５
１１９８（９１９８２）
１１）　	

９６０２９３９９４１（１１１９９２）
１２）　同旨，	
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	
１２３６３３８６（２００１）　なお，現在のところ
本条に関する法改正作業等はおこなわれていないようである。
（）
三　拡張合意の有効性に関する合衆国判例の動向
１．　対 判決
　１）　事実の概要
　１９８４年１１月，カリフォルニア法人Ｘら（原告・被控訴人）と日本法人Ｙ
（被告・控訴人）との間で，ハードディスクドライブの製造および販売等に
関する契約が締結された。この契約は，当該製品をＹが製造し，Ｘらがこ
れを販売すること等を定めていた。１９８６年になってＸらの業績が悪化した
ため，Ｘらの再建を目的とする交渉がおこなわれ，そこで“
”が締結された。当該合意は，ＹがＸらに対して製品の供給をお
こなうこと等を定めていた。なお，この契約の準拠法はカリフォルニア州
法であった。本件においては，この“	
”８１０条号に
示された拡張合意の解釈が主たる争点の一つとなった。本件拡張合意はつ
ぎのように規定する。
　８１０条号
　仲裁人は，書面による仲裁判断を交付するものとする。当該仲裁判断は，
判断の基礎を陳述し，かつ詳細な事実認定および法律に関する結論を含む
ものとする。北部カリフォルニア地方裁判所は，当該仲裁判断を確認また
は取消，修正もしくは訂正することにより，その仲裁判断に基づく判決を
登録しうる。以下の場合，当該裁判所は，仲裁判断の取消，修正または訂
正をおこなうものとする。 に規定された事由に基づく場合，仲
裁人による事実認定が実質的な証拠に基づいていない場合または仲裁人
による法律問題に関する結論が誤っている場合。
　Ｙが“	
”に従わず，製品の供給をおこなわなかった
ため，Ｘらは，１９８７年５月，北部カリフォルニア地方裁判所に対し，契約
違反から生じた損害賠償等の支払いを求める訴えを提起した。これに対し，
―　　―
中林：仲裁判断取消事由を拡張する仲裁合意の効力
（）
修道法学　２８巻　２号
Ｙは，紛争の解決を 仲裁法廷に委ねる旨規定した“
”８１０条項を根拠に，同裁判所に対し，本件が仲裁により解決
されるべき旨主張した。裁判所は，Ｙの請求を認め，その結果，紛争の解
決は 仲裁法廷に委ねられた。仲裁法廷は，Ｙの請求を棄却し，Ｙ
がＸらに対して約２億５７００万米ドルの損害賠償を支払うよう命じる仲裁判
断を下した。
　これを受けて，Ｘらが北部カリフォルニア地方裁判所に本件拡張合意に
基づく仲裁判断の確認を求めたのに対し，Ｙが 仲裁法廷による契約準
拠法適用の過誤を主張し，同じく本件拡張合意を根拠に仲裁判断の取消お
よび修正を求めたのが本件の概要である。
　２）　第一審判決１３）の概要：本件拡張合意の有効性否定
　第一審北部カリフォルニア地方裁判所は，第１０条ａ号に挙げられた
取消事由が制限列挙であると解されることを根拠にＹの主張を斥けた１４）。
換言すれば，当事者は，に列挙されたもの以外の取消事由を契約に
よって創設することはできないという趣旨である。判旨をより詳細にみれ
ば，裁判所の判断の基礎となった根拠は，形式的なものと実質的なものと
に分けられることがわかる。
　まず，実質的根拠は，拡張合意の有効性を肯定することによって生じる，
―　　―
１３）　	
	
	９０９６９７（１９９５）　
なお，本件におけるＸらとは，ラパイン社およびラパイン社の株式すべてを所有
しているラパイン・ホールディング・カンパニー，それらの金融支援をおこなう
プルデンシャル社（	
		）をいい，他方，Ｙは，京セラ株
式会社である。本件控訴審判決までの概要については，	２
３５９に詳細な紹介があるため，本稿では拡張合意の有効性に関する部分を中心に
論じることとする。
１４）　７０９　このほか，本稿の直接の射程ではないため，詳細な記述は省略する
が，裁判所は，Ｙの主張に応じて，いわゆる紛争解決条項と主たる契約との分離
可能性の問題についても判示し，分離可能性を否定した。そこでは，本件拡張合
意は主たる契約の重要な部分であるため，拡張合意の無効は全体の契約をも無効
にするとのＹの主張は斥けられた。
（）
合衆国の基本的仲裁政策の後退に求められた。裁判所は，この根拠をより
具体的に説明するために，「合衆国は，仲裁をはじめとする裁判外紛争解
決手段が，裁判所の負担を軽減させ，かつ当事者にもさまざまな利益をも
たらすことを肯定した上で，それらの紛争解決手段を支援する政策をとっ
ている。拡張合意の有効性を認めることは，この政策に反する」と述べた１５）。
　一方，形式的根拠として，に定められた取消事由が制限列挙である
点が挙げられた。取消事由が制限列挙であることの帰結として，当事者は
契約によって取消事由をあらたに創設しえないという判断が導かれたので
ある。この点を前提に，裁判所は，Ｙの主張を逐次参照しつつ，本件が
上の取消事由に該当しないことを逐条的に検討した。まず，仲裁人が
職権を越えて判断を下したとの主張（第１０条ａ号４にもとづく主張）
を否定するにあたっては，仲裁廷による準拠法適用に問題がないこと
を認定したうえで，仲裁廷による契約条項の解釈の当否について，裁判所
はこれを調査しないとした。さらに，仲裁廷が重要な証拠を取り調べ
なかったとの主張（同条３），仲裁判断が不当な手段によって獲得されたと
の主張（同条１）について，裁判所はこれらを明確に否定した１６）。
　以上の理由から，本件におけるＹの主張は斥けられ，Ｘらの主張が認め
られた。その後，Ｙは，原審における主張のほか，本件仲裁判断がＸらの
不正な手段（再審理が可能であると欺罔して仲裁での紛争解決を迫った）
によって得られたものであることを理由に，その取消を求めて第九巡回区
控訴裁判所に控訴した。
　３）　控訴審判決１７）の概要：本件拡張合意の有効性肯定
　判決の概要
　控訴審は，本件拡張合意の有効性を肯定し，事件を地方裁判所に差し戻
―　　―
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１５）　７０６
１６）　７０６７０８
１７）　	
	１３０３８８４（９１９９７）
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した。控訴審判決は，以下のように述べて，拡張合意の有効性を肯定する
根拠を当事者意思の尊重という点に求めた。すなわち，「合意を尊重しなけ
ればならない。（仲裁判断取消事由を―筆者挿入―）上の根拠に限定す
る必要はなく，当事者の合意を無視してはならない。（中略）の第一義
的目的が仲裁合意の執行を保証することにあるのは，事件最高裁判
決１８）において示されたように，明白である」１９）と。つぎに，拡張合意の有
効性を肯定したいくつかの合衆国裁判例を引き合いに出し，これらを肯定
することを通して控訴審としての立場を明らかにした上で，以下のように
結論づけた。すなわち，「は，裁判所に過度の負担を強いることを避
けるために作られた厄よけ（）ではない。当事者の契約上の権
利を妨げないように作られているのである。したがって，（中略）拡張合意
を認めなかった地方裁判所の判断は破棄差し戻しされなければならない」２０）
と。
　なお，本判決には，判事による補足意見および 判事によ
る反対意見が付されている。これらのうち，判事の補足意見は，仲
裁合意を尊重するという合衆国の仲裁政策に照らして，最終的には本判決
の結論を支持する。同時に，仲裁において当事者が合意しうる範囲につい
て，本判決中に引用されたいくつかの判例は，仲裁の時期・仲裁地および
仲裁の方法をその範囲と考えているのであって，本件のような裁判所の負
担に関わる事項については何も触れていない等の批判も加えている２１）。こ
の批判は，判事の反対意見の最も重要な根拠にもなっている。す
なわち，「仲裁するか否か，何について仲裁をおこなうか，どのように仲
裁を遂行するか，いつ仲裁をおこなうかについて，両当事者は契約上特定
―　　―
１８）　	
			４８９４６８（１９８９）　但し，本件は，
仲裁合意の当事者ではない第三者が含まれている訴訟の停止をめぐる紛争である
ことに注意を要する。
１９）　	
	１３０３８８４８８８
２０）　８９０
２１）　８９１
（）
しうる。しかしながら，Ｙは，裁判所に対して本件拡張合意を強制するよ
うな判例を引用していない。したがって，本件拡張合意を有効とすること
はできない」２２）と。
　控訴審判決後の展開
　その後，地方裁判所において事案の再審理がおこなわれた。裁判所は，
２０００年４月，仲裁判断のうち契約の成立に関する部分につき，Ｙの主張す
る法適用の誤りはないとし，仲裁判断の正当性を認める決定をした。続け
て同年１０月には，損害賠償に関する部分について，仲裁判断を正当なもの
とする決定をした。裁判所は，これらの決定を受けて，２００２年５月，Ｙが
Ｘらに対し４億２８００万ドルの損害賠償金を支払うよう命じる判決を下し
た２３）。Ｙは，この判決を不服として第九巡回区控訴裁判所に控訴したが，
控訴審は，同年七月，ＹがＸらに対し，Ｘらの弁護士費用等を含む約４億
５３００万ドルの損害賠償を支払うよう命じる判決を下した２４）。Ｙは，判決を
不服として，控訴裁大法廷（）による再審理を求める申立てをおこ
ない，その後，この申立てが認められた。
　４）　控訴審大法廷判決２５）の概要：本件拡張合意の有効性否定
　控訴審大法廷は，本件拡張合意の有効性の問題について再び取り上げ，
つぎのように結論付けてその有効性を否定した。すなわち，「当事者は，
（と―筆者挿入―）異なる再審理の基準を選択する権限を持たない。な
ぜならば，立法府が，連邦裁判所に対し，仲裁判断の再審理をなしうる事
由をいくつかの誤りに限定しているからである。（中略）私人は，仲裁手
続を自らが望むように創造しうる。しかし，仲裁手続においてひとたび仲
―　　―
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２３）　差戻し審の判断は，公式判例集等には掲載されていないようである。本稿では，
後注１３）の控訴審大法廷判決における事実認定の部分を参照した。
２４）　	
２９９３７６９（９
２００２）
２５）　	
３４１３９８７（９	
２００３）
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裁判断が終局的なものになると，その仲裁判断をどのように扱うかを決定
するのは立法府なのである。に規定された以外の事由に基づく再審理
を裁判所に求めている本件契約条項は，無効かつ分離可能である」２６）と。
　裁判所は，上記の結論を導くにあたり，以下のように判示した２７）。まず，
が仲裁判断取消事由を限定していることの意義を検討した。そこでは，
仲裁判断に対する再審理の可能性を拡張することによって，裁判外紛争解
決手段としての仲裁の利点が損なわれるという点が強調された。つぎに，
控訴審は，本件拡張合意の有効性を肯定したが，この結論を根拠付けるた
めに引用された 最高裁判決は，本件で問題となっている事項を対象と
する判決ではないとした。さらに，仲裁判断の再審理事由を拡張すること
は，の基本的政策にも反するとした。その理由は，再審理事由の拡張
が仲裁の魅力を失わせるという点に求められた。この点を前提に，事案が
上の取消事由に該当するか否か逐条的に検討されたが，本件はこれら
の事由に該当しないとされた。この判旨についての反対意見等は提出され
なかった。なお，本件をめぐっては，２００３年１２月に両者の間で和解が成立
している２８）。
２．　拡張合意の有効性に関するその他合衆国判例の動向
　１）　拡張合意の有効性を肯定するもの
　合衆国においては，控訴審判決のほかにも拡張合意の有効性を肯
定した裁判例がいくつかみられる。以下では，それらのうちいくつかの裁
判例を概観する。
―　　―
２６）　１００３
２７）　９９７１０００
２８）　京セラ株式会社発表資料（２００３年１２月２４日付）による。なお，この資料は，
ウェブサイト（	

２００３１２０９）から参照可能で
ある。
（）
　【１】判決２９）
　控訴審判決が下される約２年前の１９９５年に，第五巡回区控訴裁判
所は，	
	対	

		判決に
おいて，「仲裁判断は，両当事者にとって終局的かつ拘束力あるものとする。
ただし，法の誤りがある場合は控訴に服するものとする」と規定する拡張
合意の有効性を肯定した。本件における事実の概要は以下のとおりである。
Ｙ（）がＸ（）に対して２００万ドルの懲罰的損害賠償等を支払
うよう命じた仲裁判断が下された。Ｘが本件仲裁判断の確認を求めたのに
対し，Ｙが，仲裁判断に法の誤りがあるとして，本件拡張合意にもとづき
裁判所に仲裁判断の取消等を求めた。第一審裁判所３０）は，本件拡張合意に
いう「法の誤り」の審査は，裁判の場合と同様に厳密である必要はないこ
とを根拠にＹの主張を斥けた。Ｙ控訴。第五巡回区控訴裁判所は，仲裁が
当事者の契約によって成り立っていることを前提に，拡張合意の効力を否
定して再審理を認めないことは両当事者の意思に反するとして，拡張合意
の効力を肯定した。
　【１】判決３１）
　本件は，労働契約違反および秘密保持契約違反の有無をめぐって争われ
たものであり，争点の一つとして，法の誤りがあった場合に裁判所による
再審理を認めることを規定した拡張合意の効力の問題が取り上げられた。
第一審は，拡張合意の効力を認めなかった。それに対し，第四巡回区控訴
裁判所は，判決および 判決が引用した 最高裁判決に
―　　―
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２９）　	
		
６４３９９３（５
１９９５）　本件の事実関係等については，	２３５４に詳細な叙
述があるため，本稿では簡潔な紹介にとどめ，拡張合意の有効性に関する問題点
を中心に取り上げる。
３０）　判決自体は公表されていない。そのため，本稿においては前注控訴審の事実認
定を参照した。
３１）　	
１９９７	
２１２４８　本判決の紹介とし
て，	２３４６があるが，ここで再び取り上げるのは，拡張合
意の有効性に関する部分を中心に検討することを目的とするためである。
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全面的に依拠して，仲裁人による法的判断について再審理をおこなうよう
命じた。
　【１】	
判決３２）
　本件は，判決と同様，国際売買契約をめぐる紛争から派生した事
例である。本件でも法の誤りがあった場合に裁判所による再審理を認める
旨の拡張合意の効力が問題となった。本件も 判決を引用しつつ，
かかる合意の効力を認めた。
　【１】	
判決３３）
　本件も国際売買契約をめぐる紛争から派生した事例である。仲裁条項に
は，仲裁人によってなされた事実認定が実質的な証拠にもとづいているか
否かを裁判所が再審理し，仲裁判断を確認・修正・取消す権限を有するこ
とを約した拡張合意が規定されていた。南部ニューヨーク地方裁判所は，
上の仲裁判断取消事由が限定的であるとした。また，仲裁を支援する
政策がとられているのは，司法の効率的運用を図るという観点に立脚して
いるためであるとした。しかしながら，これらの考え方は，仲裁が契約に
よって成り立っていることに優先しないとして，つぎのように述べて，本
件拡張合意の有効性を肯定した。すなわち，「仲裁に依拠することそれ自体，
契約の産物であるため，両当事者が（仲裁人と裁判所の－筆者挿入－）役
割に関する基準を変更することはできない理由はない」３４）と。
　【１】判決３５）
　本件は，保険販売員が保険代理店契約中に定められた手数料の支払いを
求めた事例である。ジョージア控訴裁判所は，法適用の結果が法に反する，
または事実認定が事実に基づいていない仲裁判断の再審理を裁判所に認め
―　　―
３２）　	

１０２５３（１９９８）
本判決の詳細な紹介として，	２３４９を参照。
３３）　	
	
５８４２４０（
１９８４）　本判決の紹介として，	２３４７も参照。
３４）　５８４２４４
３５）　	

４５６２６３１（１９９５）
（）
た拡張合意の有効性を肯定するにあたり，第１０条の取消事由が制限的
列挙ではないことのほか，先にみた 	
判決を根拠にして本件
拡張合意の有効性を肯定した３６）。
　【１】	
判決３７）
　鉄道路線の整備作業等を目的とする契約から紛争が生じた。当該契約に
おいては，インディアナでの仲裁による紛争解決を約した仲裁条項があっ
たが，実際の仲裁は，両当事者合意の下，シカゴでおこなわれた。インディ
アナ控訴裁判所は，インディアナでの仲裁を約した当初の仲裁条項を根拠
に，自身が仲裁判断取消の管轄裁判所であるとした。本件においても拡張
合意の有効性が争われたが，裁判所は，本件拡張合意が当事者の契約に
よって定められていることを根拠に同条項の有効性を肯定した。
　２）　拡張合意の有効性を否定するもの
　他方，拡張合意の有効性を否定する裁判例もいくつかみられる。以下で
は，それらのうちいくつかの裁判例を概観する。
　【２】判決３８）
　原告Ｘら（氏）は，被告Ｙ（パイプライン会社）の過失により流
出した汚濁物によって，自身の所有する不動産が汚染されたため，東部オ
クラホマ地方裁判所に損害賠償の支払を求める訴えを提起した。Ｙは ら
の祖先の時代である１９４３年に締結された通行権契約（	

）中にある仲裁条項に依拠して，裁判所に本件事案の仲裁付託を
求める申立てをおこない，この申立ては認められた。仲裁手続の開始にあ
たり，両当事者は，法および証拠に基づかない仲裁判断が下された場合に
裁判所による再審理をおこなう旨合意した。仲裁廷はＹの主張を斥けた。
―　　―
中林：仲裁判断取消事由を拡張する仲裁合意の効力
３６）　６３４
３７）　	
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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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
６６１２８４２（		１９９６）
３８）　	
２５４３９２５（１０２００１）本判決の紹介とし
て，	２３５０も参照。
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その後，Ｙは拡張合意に基づいて地方裁判所に訴えを提起した。地裁は，
に規定がない事由での再審理は認められないとしてＹの請求を棄却し
た。本件は，その控訴審判決である。控訴審は，つぎのように述べて第一
審判決を支持した。すなわち，「の限定的な取消事由は，仲裁手続の尊
重を保証し，かつ，仲裁の結果を尊重しない仲裁合意の執行を裁判所がお
こなわないようにしている。の取消事由が制限的であることによって，
仲裁手続の独立性を尊重するという連邦の政策が明白になっている。（中
略）第１０条は，裁判所が両当事者の合意に従うことを要件づけていな
い。（中略）契約によって再審理の基準を拡張することは，とりわけ事実に
関する再審理の場合，明らかに仲裁手続の独立性を侵害し，かつ，仲裁判
断の終局性を希薄にする。なぜならば，裁判所は，仲裁判断の効力を認め
るために，仲裁合意を執行するばかりでなく，下された仲裁判断をも執行
するからである」３９）と。
　【２】	
	判決４０）
　本件においては，明示の拡張合意が存在していたわけではない。しかし
ながら，自己に不利益な仲裁判断を下された当事者Ｘは，仲裁人が準拠法
に拘束される旨定めた規定を根拠に，当事者は裁判所による再審理を求め
ることができると主張した。これに対し，第八巡回区控訴裁判所は，「当
事者は仲裁判断を再審理するための上訴仲裁手続を合意することは可能で
あるが，当該仲裁判断を司法の場で再審理する合意を締結することはでき
ない」として，Ｘの主張を斥けた４１）。もっとも，この判決は，「裁判所によ
る仲裁判断の再審理事由を拡張する契約が可能であるとするならば，かよ
うな当事者の意思が明白かつ誤認しえないように示されていなければなら
ない。本件は，判決および 判決と異なり，かかる意思が
―　　―
３９）　２５４３９２５９３５
４０）　	
	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		１４８３９９２（８１９９８）
本判決の紹介として，	２３５１も参照。
４１）　１４８３９９２９９８
（）
明白でない」４２）とも述べており，一定の場合には拡張合意の有効性を肯定
する可能性を示したものと解することもできよう。
　【２】	
判決４３）
　本件は，使用者による労働協約の変更が協約違反を構成するか否かが争
われた事例である。第七巡回区控訴裁判所は，傍論において，仲裁判断は
両当事者について終局的かつ拘束力を有するため，裁判所は当該仲裁判断
の有効性を再審理することはできないと述べた４４）。同時に，に定めら
れた取消原因以外の事由に基づく再審理はできないと述べた４５）。
３．　小　　括
　以上，両当事者が 上の取消事由を合意によって拡張する旨の拡張合
意を定め，その有効性が裁判所において争われたいくつかの裁判例を眺め
てきた。現在のところ，拡張合意の有効性に関して直接判示した最高裁判
決が下されていないため，これら裁判例の立場が区々であることは，ある
程度はやむをえないともいえる。
　しかしながら，おおまかに眺めると，それぞれの裁判例は，仲裁制度の
意義という共通の論点を出発点に判断をおこなったことが理解できる。す
なわち，拡張合意の有効性を肯定する裁判例は，いずれも，仲裁制度が当
事者間の合意を基礎にして成り立っていることを強調していた。仲裁制度
の意義として，当事者合意の尊重を強調する考え方を前提とすれば，裁判
所が両当事者の合意により創造した拡張合意の有効性を肯定するのは当然
の帰結であるということができよう。他方，拡張合意の有効性を否定する
裁判例は，仲裁制度が当事者により創造される紛争解決手段であり，かつ，
裁判手続から独立した手続である点については認識しつつ，上の仲裁
―　　―
中林：仲裁判断取消事由を拡張する仲裁合意の効力
４２）　
４３）　	
１６	
９３５２１５０１
本判決の紹介として，	２３５５も参照。
４４）　９３５２１５０１１５０４
４５）　１００５
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判断取消事由については，それを制限的列挙と解することによって，当事
者自治は排除されるとの立場を強調していた。たとえば，判決は，
取消事由を制限的列挙と解することによって仲裁手続の独立性が確保され
ることを強調していた。換言すれば，この判断は，拡張合意を許容すれば，
裁判所はつねに仲裁判断の再審査をおこなわなければならなくなる可能性
があり，それによって裁判所の負担が過大なものになることを示唆したも
のといえよう。
　以上，裁判例の検討から明白になったように，拡張合意の有効性をめぐ
る考え方の相違は，仲裁制度それ自体にどのような意義付けをおこなうか
という点に関する考え方の相違に由来しているとみてよい。次章では拡張
合意の有効性問題に関する合衆国の学説を眺めることによって，この問題
に関するさらなる示唆を得ることとしたい。
四　拡張合意の有効性に関する合衆国学説の動向
　拡張合意の有効性に関する考え方に二極分化がみられるのは，裁判例ば
かりではない。学説もまた，これを肯定する考え方４６）と否定する考え方４７）
―　　―
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とに分かれている。そこで本章では，拡張合意の有効性に関する合衆国の
学説を眺めることとする。
１．　有効性肯定説
　拡張合意の有効性を肯定する見解の多くは，上述した裁判例と同様，仲
裁が当事者の合意を基礎とする紛争解決手段であるという点，および当事
者の合意を尊重するのが の仲裁に対する基本的政策であるという点
に根拠を求めている４８）。また，一定の要件を満たす場合にのみ有効性を肯
定する見解もみられる。たとえば，	は，１）両当事者が再審理
をおこなう旨の明確かつ明白な意思が示されていること，および，２）両
当事者の合意が，仲裁合意を執行する 上の政策に反しないものであ
ることを条件に有効性を肯定する４９）。また，は，これらの要件に加
えて，両当事者の合意が における他の強行法規に反しないことを有
効性肯定のための要件としている５０）。このほか，は，つぎの二点を
根拠に拡張合意の有効性を肯定する。すなわち，第一に，拡張合意の肯定
によって訴訟係属数が増加することは否定できないとしつつ，仲裁判断が
すでに存在するために，裁判所が当該事案に費やす時間はかなり減殺され
るというものである５１）。第二に，仲裁の一審制および仲裁判断の終局性に
よって，当事者は仲裁人による重大な法適用過誤の危険を負っており，こ
れを回避するために拡張合意の有効性を認めなければならないというもの
である。
―　　―
中林：仲裁判断取消事由を拡張する仲裁合意の効力
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２．　有効性否定説
　これに対し，有効性否定論者の一人である からは，仲裁は，そ
の利点である廉価で迅速な紛争解決と引き換えに仲裁判断の再審理権限を
限定しているとの主張がなされる５２）。すなわち，仲裁判断の再審理事由を
拡張することで，仲裁の利点である廉価および紛争解決の迅速性が損なわ
れているというのである。そこでは，その一例として，１９９４年に仲裁判断
が下された後，結局は１０年近くにわたり争いが続けられた 判決を
挙げている。また，彼は，再審理事由の拡張が，その専門的知見を請われ
て仲裁人に任命された者を法律家のような地位にならしめるという５３）。仲
裁人が裁判所に公平な再審理をおこなわせるべく，ディスカバリなどコス
トのかかる手続をおこなわざるをえなくなるのがその理由である。再審理
事由の拡張により，仲裁は，裁判のいわば前座的な役割にとどまることに
なり，これは の目的とするところではないとの主張と捉えることも
できよう。さらに，は，上の取消事由が仲裁手続において生じ
た根本的誤りに限定されていることを取り上げ，実体問題に関する再審理
を裁判所に委ねる契約は，の規定するところではないと主張してい
る５４）。このほか，は，一審制を原則とする仲裁制度の意義を損ねると
いう観点から拡張合意の有効性を否定する５５）。また，拡張合意の有効性を
肯定することによって，仲裁人による法創造機能が減殺されるため，その
有効性を肯定することは，社会的にも望ましくないと説く５６）。
五　若干の考察と展望
　以上，拡張合意の効力に関する合衆国の立法ならびに裁判例および学説
の状況を眺めてきた。本章では，これらの検討から得た示唆をもとに若干
―　　―
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の考察と展望を試みる。
１．　第１０条の解釈とその問題点
　は，合衆国における仲裁の促進をその制定目的とし，また，最
高裁判決が確認したように，当事者自治の広範な許容をその基本的政策と
して採用している５７）。しかしながら，これまで眺めてきたように，に
おける当事者自治の肯定という側面からただちに拡張合意の有効性を肯定
するという結論を導くことについては異論があった。まず，合衆国の裁判
例および学説における争点の一つは，第１０条に規定された取消事由が
制限的列挙なのか，あるいは例示的列挙なのかという点であった。かりに，
これを前者と解すれば，拡張合意の有効性を肯定する余地はない。
　この点について，第１０条は，「つぎのいずれの場合においても（
	
	）」仲裁判断を取消しうると規定するにとどまって
おり，これが制限的列挙であることを明示する文言はない。これとは対照
的に，モデル法第３４条２項は，「仲裁判断は，次の各号に掲げ
る場合にのみ，第６条に定める裁判所が取り消すことができる」と規定し，
モデル法上の取消事由が制限的列挙であることを明らかにするほか，フラ
ンス民事訴訟法もモデル法と同様の立場をとる５８）。これらの立法は，いず
れも法適用違背を取消事由としていないため，拡張合意の有効性は否定さ
れることになる５９）。他方，１９９６年英国仲裁法第６９条１項は，当事者による
別段の合意がない場合，「いずれの仲裁当事者も，仲裁手続において下さ
―　　―
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れた仲裁判断から生じている法律点に関する上訴（	
）
を裁判所になすことができる」と規定している６０）。そのため，本稿で用い
ている意味での拡張合意は有効性を認められることになる。
　これらに対し，第１０条は，モデル法・フランス法型立法でも英国法
型立法でもない。たしかに，は，列挙された取消事由が例示的列挙で
あると明示しているわけではない。しかしながら，同時に，制限的列挙で
あるとの明示的規定もない。したがって，本条の解釈としては，制限的列
挙であることを否定していない以上，本条に掲げられたもの以外の取消事
由を認める余地があると解するのが適切であるように思われる。もちろん，
この余地が認められるのは例外的事由のある場合に限られる。そうでない
と，仲裁による紛争解決の意義そのものが損なわれてしまうためである。
２．　有効性否定説とその問題点
　以上のように考えると，拡張合意の有効性に関する問題は，仲裁制度の
本質論という根本的問題を含めた，より実質的見地からの考察を要すると
いうべきである。
　これまで眺めてきたように，この問題をめぐる合衆国の裁判例および学
説には一致がみられない。その原因は，それぞれの立場ごとに仲裁に対す
る位置づけが異なるという点にあると思われる。すなわち，肯定説は，仲
裁が，当事者の契約（仲裁合意）を基礎とする自立的紛争解決手段として
の性質を有することを強調する。その結果，当事者間の拡張合意は有効と
の結論が導かれる。他方，否定説は，紛争解決の迅速性・一審制など，ど
ちらかといえば仲裁の手続的特質に着目している。その結果，裁判所の過
度の負担を避け，仲裁による迅速な紛争解決を保証する観点から，拡張合
意の有効性は否定されるべきとの結論が導かれる。
―　　―
６０）　この点に関する邦語文献として，西賢『比較国際私法の動向』（晃洋書房・２００２
年）２００頁参照。	
		
		

１９９６	

	

	
８
２１４４（１９９７）
（）
　これらの考え方の相違に対して，いかに考えるべきであろうか。まず，
有効性否定説について考える。否定説が根拠としていた点，すなわち，拡
張合意の有効性を肯定することによって，仲裁が裁判のいわば前座として
の役割にとどまることとなり，裁判所の負担を過大なものにするとの主張
は，拡張合意の性質にかんがみれば，たしかに一定程度の説得力を有する。
また，拡張合意の肯定が，紛争解決を長期化させるとの主張も同様である。
さらに，合衆国判例法上，仲裁判断に理由を付する義務はないとの考え方
が確立している６１）けれども，拡張合意の有効性が肯定されれば，仲裁廷は
より詳細な理由付けをおこなわなければならなくなり，その結果，仲裁廷
の負担も大きなものとなるとの主張もあながち不当とはいえない。
　しかしながら，これらの主張が，ただちに否定説の根拠となるかどうか
についてはなお疑問なしとしない。なぜなら，たとえば 	や
が有効性を肯定するにあたって一定の要件を課していたことからも
うかがえるように，有効性肯定論者も，基本的には例外的な場合にのみ再
審理を認めると解しているためである。
　また，たしかに，判決は，紛争の解決までに１０年近くを要してお
り，拡張合意の存在が紛争解決の長期化の原因となったことも否定はでき
ない。しかし，かりに拡張合意がないとしても，仲裁合意それ自体の有効
性をめぐる争いなど，紛争解決が長引く原因はその他にも多々あるように
思われる。
　このように考えれば，拡張合意を有効と解することによって紛争解決が
長期化するとの主張は，完全な説得力を有するわけではないと思われる。
また，近年公表されている仲裁判断の多くには，長文の理由が添付されて
おり６２），拡張合意の肯定が仲裁廷の負担を増加させるという主張も，理論
的にはともかく，実際にはさほど説得力ある考え方とはいえないのではあ
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るまいか。
　なお，上，いわゆる二審制の仲裁も有効と解されている６３）ことは，
否定説の根拠になりうる。なぜなら，それによって，当事者は，裁判所に
ではなく，仲裁廷による再審理を求めればよいからである。しかしながら，
それには両当事者の合意が不可欠であり，は原則として二審制の仲裁
を想定していない。
３．　拡張合意の尊重とその制限
　このように考えると，拡張合意の有効性をめぐる問題の解決は，第
１０条の規定が制限的列挙か例示的列挙かという視点のみでは足りず，また，
仲裁の手続的特質に焦点を当てて考察すれば足りるものでもない。むしろ，
拡張合意が当事者の合意なくして存在しないことにかんがみれば，この問
題は，より直截に，当事者の合意および当事者自治を基礎とする仲裁の基
本的枠組みが，拡張合意を含んでいる仲裁合意を包摂しうるか否かを考察
することによって解決されるべきものであると考える。
　これまでみてきたように，肯定説は，仲裁が当事者の合意を尊重する紛
争解決手段であるという点を根拠に，拡張合意の有効性を肯定していた。
また，有効性の肯定は，の根底に流れる仲裁政策に合致するとも主張
されていた。たしかに，否定説が主張していたように，肯定説によれば，
裁判所による再審理を求めるケースが増大すると思われ，その結果，裁判
所の負担が増す，あるいは，紛争解決に時間がかかるようになるなどのデ
メリットのあることも否めない。これは，国家の側からみれば，仲裁によ
る紛争解決の促進を通して自国裁判所の過重負担を回避するという，当初
の目的が達成できなくなることを意味する。しかしながら，これは，紛争
当事者の側からみれば，紛争解決の長期化というリスクを冒してまで納得
のいく解決を得ようとする当事者の意思に反することを意味する。いわゆ
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る訴訟排除効は，仲裁合意の基本的効果の一つである６４）が，原則として二
審制の仲裁が想定されていない現在の の枠組みに照らせば，裁判所
による再審理を求める当事者の意思は尊重されてしかるべきではあるまい
か。当事者意思の尊重という観点からは，訴訟による紛争解決の場合には
上訴審において法適用違背を争うことができ，仲裁の場合には当事者の求
めると否とにかかわらずこれを一切争えないとするのは，仲裁合意の訴訟
排除効を差し引いてもなお理由がないように思われる。むろん，否定説の
主張するように，仲裁が訴訟の前座となることは の想定するところ
ではない。したがって，拡張合意の有効性は，合意が明白な場合に限り，
例外的に認められるべきであろう。
六　むすびにかえて
　以上のように考えると，拡張合意の有効性は，当事者が当該合意を明白
に締結している場合には，例外的に肯定されるべきである。換言すれば，
当事者は，明白な合意によって制定法上規定のない取消事由を創設しうる。
しかし，拡張合意の有効性を肯定すべき例外的な場合とは何かという問題
がなお残る。本稿の射程に限定していえば，以下の三つのいずれかの場合，
すなわち，１）当事者が明示的に指定した実体準拠法を仲裁人が理由なく適
用しなかった場合，２）あるいは当該準拠法の適用に重大な誤りがあった場
合，３）当事者が実体準拠法を明示的に指定していたにもかかわらず衡平
と善による仲裁がおこなわれた場合には，当事者の拡張合意に従って，裁
判所による仲裁判断取消および再審理を認めてもよいと考える。当事者に
とっては，仲裁の実体準拠法の適用いかんは，彼らの権利義務関係を劇的
に変更するほどの重要性を持つと考えられるのがその理由である。
　以上のように結論づけた場合にも，さらなる問題として，当事者による
法選択がない場合の処理や，法適用違背以外の事由にもとづく拡張合意の
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有効性，さらには，法適用過誤のある外国仲裁判断を承認執行拒絶事由と
していない外国仲裁判断の承認及び執行に関する条約５条との関連などの
問題についても考えておく必要があるが，これらは今後の課題としなけれ
ばならない。
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